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税の累進度と所得再分配係数＊

1．はじめに

豊
鼠

・ジニ係数を用いた再分配係数で税制の所得再分配効果

を計測することは，実は弾力性を計測することに他なら

ない。今まで見落と．されていたこの事実を指摘し，税の．

累進度と再分配係数との関係を明らかにすることによワ

て，実証研究に役立つ考え方を提供するというのが本稿

の目的である。

　所得税などの累進構造をもつ税制には，所得分配を平

等にする機能がある。この種の事後的な所得再分配効果

の大きさは，課税によって所得分布がどれだけ平等化し

たか，つまり不平等度がどれだけ減少したかを調べれば

わかる。実際の計測に当たっては，課税前と課税後の所

得階層別データを用意して，ジニ係数の減少率（再分配

係数）

　　φ＝（砺一σ“）／砺〒1一（θガノσ躍）

　　ただし，砺（（㍉）は課税前（後）所得分布のジニ係数

を算出し，この指標の値で所得再分配効果の大きさを比

較すればよい。これまで，この方法に基づいて多くの実

証研究がなされてきた。代表的な例として，日本では貝

塚・新飯田（1965），石（1979）がある。

　再分配係数φは，ローレンツ曲線のグラフを援用すれ

ば幾何学的にもそめ意味が理解しやすく，計算も簡単で

あるなど，使い勝手の良い便利な指標であるが，難点が

ないわけではない。本稿に関係す．る問題点として次が挙

げられる。

　第1に，ジニ係数の比率を比較することが許されるの

かという問題がある。これは，たとえば，不平等度が半

分になったとか不平等廉が2倍になったというような表

現に意味があるのだろうか，と小う疑問と同じことであ

り，測定のレベルに係わる基本的な問題である。

　ふつう不平等度それ自体を比較する揚合，ジニ係数の

値の大小関係までしか考えない。つまり，ジニ係数を序

数尺度（ordinal　scale）として使う。ところが再分配係数

の揚合，比率傷κ㍉をとっていることからわかるとお

り，より強い比率尺度（ratio．scale）の意味でジニ係数を

利用している。ジニ係数はローレンツ曲線のグラフの面

田 敬

積と対応がつくので，その面積比と理解すれば，比率θ♂

砺をとることはそれほど不自然でない。しかし，その

面積が不平等度のどういう側面を表す量であるのか不明

であれば，ジニ係数を比率尺度の意味で利用することに

は依然として問題が残るユ）。ジニ係数の比率をとること

に対するこ．の疑問はこれまでほとんど意識されていない。

わずかに高1」」（1979）が簡単に指摘しているだけである。．

　第2に，租税の累進度との関係が明確でないという問
題がある。再分配係数の偉が大きければ累進度も大きい

と予想されるが，しかしそれがいがなる意味の累進度で

あるかは暖昧である2）。．

　第3に，課税前所得分布と課税後所得分布の肩一レン

ツ曲線が交差する揚合，どのように対処すればよいかと

いうことも問題になる。これは，Atkinson（1970）似後，

特に注目されるようになった問題である6

　本稿では，再分配係数に従来とは異なった意味を付与

．することができるという事実を示す。その核心部分は次

である。『ジニ係数の比率傷／傷は，Durbin（1954）の操

作変数法で線形租税関数を推定したときの，（平均所得

における）課税後所得の（課税前）所得弾力性に等しい』。

　これに従えば，．上の第1と第2の難点は解消する。ま

ず；比率σ7／（㍉が弾力性を表すということから，第1

の問題は回避される。第2の点も問題にならない。なぜ

なら，比率（㍉／（ちは平均所得における残余所得累進度

（residual　income　progression）そのものであ．り，推定さ

れた線形租税関数より平均税率累進度（average　rate

progression＞や税負担累進度（liability　progrqssiqn）など

　　＊　本稿の作成過程で美添泰人教授（立正大学），志

　築徹朗教授（東京経済大学）から有益なコメントをいた

　だいた。本稿の研究には東京経済大学個人研究助成費

　を受けた部分がある。両教授および東京経済大学当局
　にお礼申し上げる。

　　1）　ギニ係数を比率尺度として意味づけることがで．

　きないわけでない。Donaldson　and　Weymark（1980），
　．豊田（1982）を参照。’、

　　2）　この問題があるためか，石（1979）では累進度の

　計測にジャック係数を使っている。ただし，1ジャック

　係数がいかなる意味の累進度を測っているのかは明確
　でない。
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が求められるからである3）。さらに第3の問題点につい

ても，今までよりも有効な指針が示唆されることがわか

る。

　以下の構成は次のとおりである。第2節では，記号の

導入を兼ねて，ジニ係数のいくつかの表現を示す。再分

配係数が弾力性概念で解釈されるという事実は第3節で

述べる。第4節で．は累進度との関係を扱う。第5節は

「家計調査」データを使用した計測例である。

2．ジニ係数

　ジニ係数は多様な形の式で書き表すことができる。こ

こでは本稿の目的に合った式を導出し，ローレンツ曲線

との関係について触れる。

　課税前所得を砂，課税後所得を写で表す。以下ではz

を単に所得と呼び，写を可処分所得と呼ぶことにする。

見通しを良くするために，担税者η人についての似の

のデ」タを（吻，ω，胎1，2，……，πとし，賜は低所得の

担税者からの順（昇順）になっているものとする。すなわ

ち，苅≦鞠≦…≦妬。ただし，可処分所得の駒は昇順

になっているとは限らない4）。の，鰹・の平均をそれぞれ島

雪で表す。すなわち，旗Σ刎π，ず臨Σ側π。な！お・

租税は言＝記一〃で．あり，そのデータは魏＝勉一働そし

て平均はオ＝諺一汗である。

　所得妖の分布）のジニ係数6㌔は　．

　　　　ΣΣ1」5f－」5プ1

　　σ躍＝乞　ゴ

　　　　　　2η2諺

で定義され．る。つまり，平均差ΣΣ画一餌ル2を平
　　　　　　　　　　　　　　　乞　ゴ
均所得語の2倍で割り算したもので，一般的には分布の

相対的な散らばりを測る指標と解される。

　勉が昇順であることに留意すると，傷を次のように

書き換えることがで．きる。

　　　　Σ（2盛一π一1）謬乞Σぎ＠¢一¢）

　　・・一ε。，廊　一2≒，垣・‘（1）

　可処分所得ッ（の分布）のジ三係数σ〃は，娩の月跡に

従ったとき，・同様にして

　　　　Σ（2‘一η一1）彿　Σゼ（隅一雪）

．・ド．吻　一2≒・，　　（2）

と書き表され’る。駒は必ずしも昇順になっていないので，

平均差形式の表現は．．

　　　　ΣΣ1〃乞」〃ゴ1・gn（z一フ）

　　σΨ＝奮　ゴ

　　　　　　　　2η2雪

　　3）　累進性の諸概念についてはMus郎ave　and　Thin

　（1948）を参照。

　　4）　データはすべて正の値とする。

一面㈲えll；iぎ

となる5）。

　（1），（2）より

　　σ卸》（炉雪）2

　　傷　Σゆ乞一雨〉雪
　　　　　¢

であり，再分配係数φは次式になる。

φ一・÷・一妻；i鶴号

　　　　　　　　　乞

　よく知られているように，
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（3）

（4）

　　　　　　　　　　　　　ジニ係数はローレンツ曲線

のグラフの面積と対応がつく。ここでのデータの場合，

’所得⑳（の分布）のローレンツ曲線しのは座標点

　　（曳≒外、7L　η飢f＝1）揃・・・・…

を順次つないだ，下に凸の折れ線である。可処分所得写

（の分布）0ローレンツ曲線賜も同様であるが1ッ、≦

肋≦…≦働の成立が保障されていないので，下に凸にな

るとは限らない6）。

　ジニ係数θ・㈹は・図・1・）でいえ偶．タ5度線と堀

（ゐ7）とで囲まれた弓形の面積の2倍に等しい。弓形の面．

積を計算すれば，これは容易に確認することができる。

そうすると比率砺／σ3はこの2つの弓形の面積比に等

しく，再分配係数φは斜線で示した三日月形の面積と

（45度線と賜とセ囲まれた）弓形の面積との比に等しい。

3．再分配係数と弾力性

　比率θ〃／砺が，Durbinの操作変数法で線形租税関数

を推定したときの，平均所得における可処分所得弾力性

に等しいということを示そう。

　可処分所得写と所得砂との間に1次式Ψ＝α＋画を

想定し，これにDurbin（1954）の操作変数法を適用する

ことを考える。β，αの推定値をそれぞれβ1，δ1とする。

操作変数母地の順位（rank）であるから，¢乞が昇順にな

っていることに注意すると

　　＾　Σ唇（彿一の団　　＾
　　β・＝魚。、一。）・　　　　　　　　　　碕＝雪一β1諺

　　　　¢

　5）rこ．の（㍉を擬ジニ係数（pseudo－Gini　index）とか

集中係数（concentr3tion　index）と呼んで，本来のジニ

係数と区別することがあるが，本稿ではこの区別をし

ない。

　6）　動を集中曲線（concentratiQn　curve）と呼んで，

ローレンツ曲線と区別することもある。
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と書き表される7）。このとき租税関数の推定式は次にな

る。

　　‘＝一費■十（1一β■）卯　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）

　　　　　　　　　　　　　　　パ孟は税額であり，傷は控除額，1一β■は限界税率にあた

る。なお，税額と所得のデータ（ら，ωの，仁1，2，…，πに

よって直接に租税関数を推定しても，この結果は変わら

ない。む＝∬に腕，亡コ必一雪より，次式が成立するからで

ある。

　　　　＾Σ客（孟乞り　　　．　＾
　　1一β・＝重、（。、一。「姻一（1一β加　（6）

　　　　　　¢
　　　　　　　　　　　　ハ　可処分所得関数写＝費■＋β■のを使えば，露における可

処分所得〃の所得弾力性砺は

　　　　　，Σ缶（駒一の．
　　押・薪歯娩一。）・号

　　　　　　　乞
となる。これは（3），（4）の〔㍉／傷と同じであるから，

　　η”＝σ暫／θ3，　φ＝1一η7

が成り立つ8）。すなわち冒頭の結論が得られた。．

　再分配係数φ＝1一η”における基準値の1は，従来の

老え方によれば砺／砺＝1に由来する基準値であるが，

これも弾力性概念で説明がつく。平均侮，のを通り，あに

おける可処分所得の所得弾力性が1となる可処分所得関

数は写二（自働ωである。このときの租税関数はε＝（恥）の

であり，当該の租税関数（5）と同額の税収を得る比例税

である。．したがってデ再分配係数φは，比例税の揚合

のφ＝o（η野＝1）を基準にして，可処分所得の所得弾力性

が小さい時大きな値をとる指標ということになる。

　租税の所得弾力性もジニ係数の比率で表すことができ

る。最後にこのことを示しておこう。租税（の負担の分

布）のジニ係数’σ‘は，砺と全く同様にして，

　　　　Σ（2乞一η一1池　Σゼ（孟乞f）

　　θF、乞。，ξ　一2≒、6

と書き表される。（5），（6）より，躍における租税の所得弾

力性η‘は

　　　　　　　　．Σ哲（孟乞り　．
　　馳」（1一βの÷一を二一。）・号

　　　　　　　　　　¢

であるから，結局η‘＝θ‘／傷が得られる。

　7）　この推定式は平均価，のを通る。操作変数を賜

とすれば最小2乗法に帰着する。操作変数法について
は，たとえばJohnston（1972）を参照。

　8）φ冨費1極と書き表すことができるから，再分配

係数は控除額と平均可処分所得との比と解釈すること

もできる。
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4・累進度と租税関数

　租税の累進性の程度を測る局所概念には，一般に

　（a）平均税率累進度：d（恥）／面，（b）限界税率累進

　度＝d2醐娩（c）税負担累進度（4醐⑳）（詔！の，（d）残

　余所得累進度：（吻〆伽）（の／の

の4つがある9）。線形租税関数（5）からこれらの累進度

を求めることができるが，ジニ係数との関連で特に興味

あるのは弾力性概念の（c）と（d）である。まず，平均所得

における残余所得累進度は恥＝砺／傷であり，これは

実質上再分配係数．φz1一η7で計測される。平均所得

における税負担累進度はη‘＝σ‘／砺である10）。

　実証研究に応用する場合には，次の形式にまとめると

都合がよいであろう11）。

　　（・一β・）＋（β・）十・・）・（鮎）一・

こg）彗によれば限界税率（　ハ1一β1），税負担累進度η‘，

残余所得羅馬7，全体の税負担細旗Σ孟5／Σ埴

どを一括して考察することができるからである。

　ところで，以上に述べてきた考え方によれ，ば，線形租

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　み税関数（5）．ないし線形可処分所得関数〃＝傷＋β拶のフィ

ットが良いかどうかが問題になる。この点をローレンツ

曲線でみることにしよう。

　可処分所得の所得弾力性が1より小さければ，可処分．

所得のローレンツ曲線L〃は所得のローレンツ曲線恥

より上にある，ということが知られているが12），厳密な

線形関係駒＝α十β端，乞＝1，2，…，π，がある揚合には，

より具体的に次が成り立つ。

’il　霧≡雛；一β多剛・・…一・

　　ただし，・調黙認。画（・）一二齢．

　　　　　　　　　7L∬z＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　η〃¢富1

この式は，図1（a）でいえば，比率．8μは平均所得諺に

おける所得弾力性に等しく，そして分位点に関係なく一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇
定の値をとる，ということを意味する。

　このことを踏まえる．と，次のように言うことができる。

比率Bμが各分位点で大体一定の値である場合には線

形可処分所得関数（線形租税関数）のフィットは良く，ジ

　　9）Musgrave　and　Thin（1948）を参照。（d）の残余

　所得累進度は，その値が小さいほど累進度が大きいと

　判定される。

　10）　Kakwani　q977b）は累進度の指標としてθrσ躍

　を提案しているが，θ露／砺の方がより適切である。

　11）右の2辺はRao（1969）の分解に相当する。
　12）　Jakobsson（1976），　Kakwani（1977　a）を参照。
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表1ジニ係数，再分配係数および累進度の変化

人数累積比

1

ジニ係数
ﾐ躍　　σ彩

再分配係数．

@100φ

平均所得（千円）

@勇　　雪
1一β1（＝ε1の＊ηの十β1（＝・雪！諺＊ηγ） 凌■

1

1976　年　　　．1961　　　．1839

　77　　　　　．1937　　　．1797

　78　　　　　　．1970　　　．1837

　79　　　　　．1902　　　．1757

　80　　　　　辱1924　　　．1758

　81　　　　　．1969　　　巳1804

　82　　　　　　．1975　　　．1788

　83　　　　　　．1986　　　．1792

　84　　　　　，1980　　　．1790

　85　　　　　　．2080　　　．1872

6．21

7．27

6。75

7．64

8．59

8．39

9．4z

9．78

9．63

10．03

256．6　　　232．0

284．7　　　255．1

30367　　　269．5

325．4　　　286．3

348．3　　　30474

366．1　　　316．4

39ユ．8　　　334．5

404．5　　　343．3

423．2　　　358．7

443．5　　　372．6

．152（＝．096＊1．59）十．848（＝．904＊．938）

．169（＝＝．104＊1．63）十．831（嵩．896＊．927）

．172（＝．112＊1．53）十．828（＝．888＊．933）

．187（＝．120＊1．56）→一．813（；．880＊，924）

．201（＝．126＊1．60）十．799（＝．874＊．914）

．208（蓄．136＊1r53）十．792（＝＝g864＊．916）

．227（＝．146＊1．55）十．773（＝．854＊．905）

。234（＝。151＊1．55）→一．766（＝．849＊，902）

．234（＝．152＊154）→一．766（＝．848＊．904）

．244（＝．160＊1．53）十．756（；．840＊．900）

14．4

18．5

18．2

21．9

26．2

265

31．7

33．6

34．5・

37．4

　　　　　（注）　（a）　στ（σのは実収入（可処分所得）のジニ係数。φ＝1一（σゾσの。

　　　　　　　（b）6，，β1はDurbinの操作変数法による推定値。

　　　　　　　（c）　η‘は税負担累進度，恥は残余所得累進度。

　　　　　（資料）　『家計調査年報』各年版。

二係数の比率61♂傷（σε1σので残余所得累進度（税負担累

進度）を計測することに問題はない。

　しかし，図1（b）のように可処分所得のローレンツ曲

線が交差している場合にはジニ係数の比率で累進度を計

測することは適切でない。この場合，中位以下の低所得

層では可処分所得の所得弾力性は1より小さいのに対し

て，高所得層ではその弾力性が1より大きくなっていて，

線形可処分所得関数（線形租税関数）を想定することに無

理があるからである。一次式や両対数式の可処分所得関

数のフィットが悪い二合，ローレンツ曲線の交差をチェ

ックする必要があるということになる13）。

13）　ローレンツ曲線が交差する場合，より基本的に

は1つの数値（summary　measure）に要約すること自
体が問題になる。

5．計　測　例

　「家計調査」の勤労者世帯・年間収入階級別データを

使って，最近の10年間について

　　」5＝実収入＝原所得十社会保障給付

　　写＝可処分所得＝実収入一非消費支出

　　＝（原所得＋社会保障給付）

　　　　一働労所得税＋他の税＋社会保障費）

として計測してみよう14）。この統計は年間収入を標識に

して階層化した世帯ベースのデータなので，たとえば

（1）の右辺の分子2Σ噛一¢）は

　　Σ〔F‘（F汁1）＋F乞．、（F盛．、＋1）〕（詔¢緬）

　　ただし，域は年間収入第6階層までの累積世帯数

　　14）　一計測例であって，本格的な実証研究ではない。



170 経　　済　　研　　究

　　　　　　¢εは年間収入第6階層の平均実収入

として扱う。

　表1に計測結果がまとめてある。表に基づいて次の諸

事実が指摘されよう。

　実収入分布のジニ係数の値には上昇傾向が見られ，近

年の所得不平等度は拡大気味である。

　残余所得累進度η7（再分配係数φ＝1一ηγ）は年々上昇

している。これ．は，限界可処分所得率β1が全体の可処

分所得率雪！2よりも大きく減少していることによる。一

方，税負担累進度はむしろ下降気味になっている。こめ

　　　　　　　　　ハ方は，限界税率1一β■の上昇が全体の税負担率f妨の上

昇とほぼ同じかあるいはやや小さいことによるためであ

る15）。

　租税関数の控除額費■は年々大きくなっているが，同

時に限界税率1一β■も上昇しており，最低所得層のごく

一部分を除き租税関数は年々上方にシフトしている16）。

したがって，大部分の所得階層で税負担率は上昇してい

る。なお，税制の大きな変更のない年でもa1，1一β■と．

もに上昇しているので，所得分布が年ダ上方に移動して

いる点を考慮に入れると．，より広い所得区間では限界税

率累進度は正になっていると考えられる。

6．む　す　び

　ジニ係数は最もポピュ．ラーな不平等係数であるが，ロ

ーレンツ曲線による不平等比較の意味が明確化された．

1970年代以降，その利用について時に疑問が出される

ようになった。その結果，最近ではタイル係数やアトキ

ンソン係数がしばしば併用されている。これらの不平等

係数の減少率を算出するという方法は，所得再分配効果

．の計測にも適用されうる。しかし，この方法には再分配

効果と税の累進度との関係で曖昧さが残る。

　これに対してジニ係数は，本稿セ示した考え方に従え

ば，再分配効果と税の累進度とが直接に結び付く。少な

くとも再分配効果の計測に関する限り，ジニ係数は他の

不平等係数より優れていると判断される17）。

　　　　　　　　　　　　　　　　（東京経済大学）
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15）　最小2乗法で計測してもこれらの事実は変わら

ない。1次式のフィットは良く，課税前と課税後の所

．得分布のローレンツ曲線の交差は問題にならない。、1

次式が当てはまるということは，累進性が控除から隼
じていることを意味する。なお，両対数式の方がフィ
ット5まより良㌔、』

16）1984年は前年より下にシフトしている。所得税

率案更の影響かもしれない。

17）　ただし，課税前と課税後の所得データが周辺分

布の形式でしか得られない場合には，本稿の方法は適

用することができない。ジャック係数に対しても本稿

で述べたのと類似の扱いが可能である。これについて

は別稿を予定している。


